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国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和5年12月公表/2020年国勢調査ベース）より
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Ⅰ 本県の外国人材受入れ状況

１．本県の人口予測
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＜各産業の計＞
2020年 54.2万人
2030年 47.1万人
2040年 41.3万人
（2020年比▲23.8％）

２．本県の就業人口推計

国勢調査を基に県により推計（現状維持シナリオ）
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※人数について、それぞれの人
口ごとに「万人」に換算する際
に四捨五入しており、合計が一

致しない場合がある。
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外国人労働者は8,000人を
超え、過去最高を更新。

【出典】宮崎労働局

〈主な在留資格別〉

〈総数〉

※「その他」は、「介護」「医療」「経営・管理」「資格外活動」（留学
生のアルバイト等）「永住者」等。

技術・人文知識・国際業務 特定技能技能実習 その他
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Ⅰ 本県の外国人材受入れ状況

３．外国人労働者数

【出典】宮崎労働局

在留資格別では、技能実習が一番多く、
平成31年４月に創設された特定技能も大
きく増加。

技能実習 特定技能
技術・人文知
識・国際業務

日本での実習
で技能を身に付
け、母国に持ち
帰ることを目的
とした在留資格

人手不足が深
刻な分野での人
材確保を目的と
した在留資格

高度な知識・
技術が必要な業
務（エンジニア、
通訳等）に従事
する高度人材
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〈主な産業別〉

〈主な国籍別〉 （単位：人）

Ⅰ 本県の外国人材受入れ状況
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（単位：人）

ベトナム

インドネシア

フィリピン

ネパール

ミャンマー

国籍別では、ベトナム、イン
ドネシアの順で多く、直近では、
次いでミャンマーとなっている。

産業別では、製造業、農業・
林業、建設業の順。

【出典】宮崎労働局

【出典】宮崎労働局

農業・林業

建設業

製造業

医療、福祉

宿泊業・飲食ｻｰﾋﾞｽ業
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【出典】宮崎労働局

〈総数〉

〈主な産業別〉

（単位：所）

（単位：所）
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Ⅰ 本県の外国人材受入れ状況

４．外国人労働者を雇用する事業所数

【出典】宮崎労働局

いずれの産業も年々増加。

事業所数は、年々増加し、
過去最高を更新。
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【出典】宮崎労働局

〈全産業〉

〈主な産業別〉

（単位：人）

（単位：人）

Ⅰ 本県の外国人材受入れ状況

５．一事業所あたりの外国人労働者数

【出典】宮崎労働局

産業別で見ると、製造業にお
ける一事業所あたりの外国人労
働者数が多い。

一事業所あたりの外国人労
働者数は、過去最高を更新。
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仕 事

Ⅱ 庁内の役割分担及び関連事業の概要

農政水産部
（農業、漁業）

くらし

相互に連携して対応

福祉保健部
（介護）

商工観光労働部
（製造業、宿泊業等）

県土整備部
（建設業）

環境森林部
（林業）

各 産 業 分 野 の 状 況 に 応 じ た 個 別 の 支 援

１．庁内の役割分担

〇みやざき外国人サポートセンターにおける生活全般の相談対応
〇日本語講座、地域日本語教室の開催 等

外国人材の受入れ・共生に向けた環境整備

〇外国人材受入・定着支援センターの
設置（予定）
〇企業向けセミナーの開催、受入れに
係る伴走支援
〇受入れ外国人材のキャリア形成に
係る費用助成

・全産業を対象とした企業・外国人材支援
・庁内の総合調整、各部の対応支援

商工観光労働部
国際・経済交流課

総合政策部
産業政策課
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Ⅱ 庁内の役割分担及び関連事業の概要

２．庁内各課における関連事業

担当課 事業名 事業期間
R6予算額
（千円）

R7予算額
（千円）

対象者 事業内容

産業政策課
外国人材定着促進支

援事業費
R7～R9 0 41,402

県内企業、外国人

材

外国人材に係る企業向け・外国人向けの労働相談窓

口の設置、企業への伴走支援、費用助成

長寿介護課

介護福祉士をめざす

外国人留学生の受入

支援事業

R7～R9 20,159 8,189

介護福祉士養成施

設や介護施設等を

運営する法人

外国人留学生を確保するために行うＰＲ活動や、介

護福祉士を目指す外国人留学生に対して支給する奨学

金等に係る経費の一部を助成

外国人介護人材受入

施設等環境整備事業
R7～R9 4,600 2,200

介護サービス事業

者

外国人材を受け入れる介護事業所に必要な機材の購

入や研修の実施に要する経費等への補助

外国人介護人材住居

確保支援事業
R7～R9 0 6,000

介護サービス事業

者

外国人材を受け入れる介護事業所が借り上げる住居

の家賃や寮などの修繕費用等への補助

外国人介護人材定着

支援事業
R7～R9 2,541 3,323 外国人介護人材 外国人材の語学力向上等に係る研修

外国人介護人材マッ

チング支援事業
R6～R8 12,933 12,933

外国人介護人材、

介護事業所

外国人介護人材に対する宮崎のPR、介護事業者との

マッチング支援

【受入・確保関係】 R7予算額計 116,976千円

雇用労働政策

課

外国人留学生等就

職・採用支援事業
R5～R7 6,747 6,747

外国人留学生・県

内企業

留学生からの就職相談、県内企業からの採用相談、

県内企業とのマッチング支援、セミナーの開催

観光推進課
宿泊業人材確保対策

事業の一部
R7～R9 0

6,350

（2,916）
宿泊事業者

県内専門学校等で学ぶ外国人材のインターンシッ

プ・職場体験等の受入推進、外国人材の受入を含めた

人材確保の経営課題解決に向けたセミナーの開催
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Ⅱ 庁内の役割分担及び関連事業の概要

担当課 事業名 事業期間
R6予算額
（千円）

R7予算額
（千円）

対象者 事業内容

担い手農地対

策課

農業外国人材確保・

定着体制構築強化事

業

R6～R7 31,188 30,136
監理団体等、協

議会、市町村

監理団体等の誘致活動等による新たな受入れ体制の

整備、外国人材の新たな受入れ方式の検証活動支援、

海外教育機関等と連携した外国人材受入れ体制構築の

取組、公営住宅の活用推進等

水産政策課
漁業担い手育成強化

支援事業の一部
R7～R9

11,446

（1,514）

13,925

（1,639）

登録支援機関

（公社）

県内漁協等への外国人材のニーズ調査、漁協等と連

携した特定技能外国人材の受入や受入後のフォロー等

支援

管理課

未来を担う建設人材

育成・確保事業の一

部

R7～R9 0
26,460

（1,491）
外国人材 外国人材の現地送出機関等と連携した本県のＰＲ

【受入・確保関係】

担当課 事業名 事業期間
R6予算額
（千円）

R7予算額
（千円）

対象者 事業内容

国際・経済交

流課

外国人材受入環境整

備事業
R5～R7 40,941 40,941 外国人住民等

外国人住民等に対する行政・生活全般の情報発信や

相談対応、日本語教育の実施、多様な主体による支

援・交流活動の促進、県民向け啓発イベントの開催等

医療政策課
外国人患者受入れ環

境整備推進事業
R7～R9 1,911 971 医療機関

外国人が安心して医療を受けられる体制を構築する

ための環境整備に係る関係機関の協議会やセミナー等

の開催

義務教育課

高校教育課

帰国・外国人児童生

徒に対する学習支援

事業

R6～R8 17,236 17,236

日本語指導が必要

な帰国・外国人児

童生徒

拠点的機能を生かした支援や、「特別の教育課程」

の編成に関する研究・充実等をとおした日本語指導・

支援体制の充実及び整備

【共生関係】

116,97679,682予算額計

R7予算額計 59,148千円

59,14860,088予算額計 10



（１）目的

Ⅲ 外国人材定着動向調査

（３）実施状況

国において、育成就労制度の創設や特定産業分野の拡大等の特定技能制度の見直しがなされ、今後
ますます外国人材の増加が見込まれる一方で、地方から都市部への外国人材の流出が懸念されること
から、外国人材の確保及びそれにつながる受入れ環境整備や共生社会の実現に必要な施策の検討のた
め、調査を実施した。

調査対象 調査内容 対象数 回答数 回答率
備考

（対象数について）

外国人住民
外国人の就労・生活環境等の実態や課
題、県内定着の動向等

3,000人 543人 18.1%
住民基本台帳から無

作為抽出

事業所
外国人の受入れ状況や課題、支援内容
等

1,165社 318社 27.3%

従業員10名以上の事

業所から、産業構成

比に従って無作為に

抽出

（２）調査時期

令和６年10月～11月

１ 概要

11



（１）回答者の属性

国籍（地域）

※外国人住民543人のうち、働いている497人の

状況。

現在の勤務先の業種（産業）

Ⅲ 外国人材定着動向調査

２ 外国人住民向け調査

在留資格
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勤務先を選んだ理由について、給与やキャリアアップを重視する傾向があるほか、働く

環境に関係する回答も一定数あった。

① 就労に関すること

（２）調査から見えた課題やニーズ

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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転職する意向がある人の割合は全体の３割である。在留資格別で見ると、技能実習は、原則

転職できないにもかかわらず、転職する意向のある人が一定数いる。

特定技能

（単一回答 n=110）

32.7％

（36人）

転職したい、

または転職

をする予定

がある

転職したく

ない、また

は転職する

予定はない

無回答

技人国

（単一回答 n=37）
転職したい、

または転職

をする予定

がある

転職したくな

い、または転

職する予定は

ない

転職意向の有無
技能実習

（単一回答 n=202）

34.7％

（70人）

転職したい、

または転職

をする予定

がある

転職したくな

い、または転

職する予定は

ない

無回答合計

（単一回答 n=497） 転職したい、ま

たは転職をする

予定がある

転職したく
ない、また
は転職する
予定はない

無回答

30.0％

（149人）

63.8％
（317人）

6.2％

（31人）
57.9％

（117人）

7.4％

（15人）

64.5％

（71人）

2.7％

（3人）

32.4％

（12人）

67.6％

（25人）

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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転職する意向がある人は、給与を最も重視する。

転職する意向がない人は、給与だけでなく、働く環境やスキルアップも重視している点が特徴

的である。

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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病気・災害で困ったこととしては、語学力やコミュニケーションに関係する回答や、多言語によ

る情報発信がないなどの回答が一定数あった。ただし、「特になし」の回答が最も多かった。

② 生活に関すること

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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地域との関わり方については、約６割が「特になし」と回答しているが、交流における困り事

として「地域の活動を知らない」「地域住民と交流する場がない」などの回答があり、日常生活

における地域との交流を求めている人が一定数いる。

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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行政に求める支援として、日常会話レベル・ビジネス用の日本語、日本の文化・慣習、

ビジネスマナーを学ぶ機会の創出のほか、多言語に対応した環境の充実が求められている。

③ 行政に求める支援

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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従業員数 回答数

〜50人 227社

51〜100人 35社

101〜200人 11社

201〜500人 13社

501人以上 5社

無回答 27社

総計 318社

従業員数 主な業種（産業）

（１）回答者の属性

３ 事業所向け調査

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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1.9％
（6社）

（A）

現在外国人材を受け

入れており、今後も

受け入れたい事業所

（B）

現在外国人材を

受け入れている

が、今後は受け

入れない事業所

（C）

現在外国人材を受け入

れていないが、今後は

受け入れたい事業所

（D）

現在外国人材を

受け入れておら

ず、今後も受け

入れない事業所

無回答
（1社）

22.3％

（71社）

56.3％

（179社）

19.2％

（61社）

計 318社

外国人材の受入れの状況と意向

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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① 受入れの現状

（２）調査から見えた課題やニーズ

外国人材の受入れ理由について、日本人を確保できないことが一番の理由であるが、外国人材

の真面目さや能力、社内の活性化などを理由に受け入れている事業所も多い。

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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外国人材を受け入れている事業所の多くが、監理団体（技能実習）や登録支援機関（特定技

能）のサポートを受けている。

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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外国人材を受け入れている事業所は、受け入れる外国人材のため、住居確保や日本語能力の向上、

キャリアアップの支援に取り組んでおり、受入れにあたっては、監理団体への会費や渡航費など、

様々な費用を負担している。

Ⅲ 外国人材定着動向調査

23



受入れにあたっての課題として、受け入れる外国人の日本語能力やコミュニケーションを課題

とする事業所が最も多いが、受入れにあたっての費用負担や住居確保等の環境整備に係る課題感

も上位にあがっている。

② 受入れにあたっての課題

Ⅲ 外国人材定着動向調査

24



4社, 6.6%

13社, 21.3%

20社, 32.8%
3社, 4.9%

5社, 8.2%

8社, 13.1%

9社, 14.8%

9社, 14.8%

9社, 14.8%

11社, 18.0%

11社, 18.0%

11社, 18.0%

12社, 19.7%

14社, 23.0%

15社, 24.6%

17社, 27.9%

17社, 27.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

無回答

その他

現在の人員体制に問題がない

企業向け相談窓口がない（受入にあたっての悩みを相談できる場所…

社内の理解

特定の業務に特化した専門用語に理解があるか不安

ビジネス用の日本語やビジネスマナーに理解があるか不安

定着せず、帰国等する懸念

住居確保の難しさ

どの国、どの在留資格の外国人を受け入れるべきか分からない

失踪、事故等への対応への不安

文化、宗教、生活習慣等の相互理解の難しさ

社員とのコミュニケーションがとれるか不安

社内のルールや受入体制が整っていない

日常会話ができるレベルの日本語能力があるか不安

受入れや定着に係る費用負担

受入れの方法や手続きが分からない

外国人材を受け入れていない理由（複数回答 n=61,回答数=188）

現在受け入れていない理由について、日本語能力や費用負担を理由とする事業所が多いが、現

在受け入れている事業所と異なり、受入れの方法や手続きが分からず、受入体制が整っていない

との理由が上位にあがっていることが特徴。

③ 今後受け入れたいが、現在受け入れていない理由

企業向け相談窓口がない（受入にあたっての悩みを
相談できる場所がない）

Ⅲ 外国人材定着動向調査
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